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社会経営ジャーナル

川崎市外国人市民代表者会議に至る過程  
―日立闘争を共に闘った人々の関与を中心に―

塚島 順一

要旨
　日本で初めて条例で設置した「川崎市外国人市民代表者会議」
（以下「代表者会議」という。）が96年12月に発足した。本稿は川
崎市の資料を基に、他の著作や記録と対比することによって、代表
者会議が設立されるまでのより具体的な過程を関係者の特定を含め
て明らかにする。特に、70年代初めに日立闘争で共闘した在日韓
国・朝鮮人（李仁夏、裵重度）と日本人（山田貴夫、飯塚正良）が
どのように関与したかについて注目する。日立闘争から組織された
民闘連（李代表、裵事務局長）が88年に川崎市に要望書を提出し
た。その対応のために、川崎市は川崎市外国人市民施策推進幹事会
を設置し、「永住権を持つ外国人市民の地方参政権取得への働きか
け」などを示した24項目の検討課題を90年2月に公表した。また、
川崎市は急増しつつあったニューカマーの「定住化の傾向」を93年
の調査で読み取った。市職員となった山田は88年に職員の自主研究
グループ「川崎の国際化を考える会」を立ち上げ、また、91年に市
議会に当選した市職労出身の飯塚は外国人施策についての議会質問
を積極的に行い、共に民闘連の交渉を支援した。94年の川崎市主催
のシンポジウムで大学教授がフランクフルト市の「外国人代表者会
議」を紹介したことから、代表者会議の設置が急浮上した。そし
て、代表者会議がシンポジウムから提言され、調査研究委員会が設
置されることになった。委員に裵が、事務局に山田が就任した。委

員会では、裵が強く主張して条例設置が答申に反映された。シンポ
ジウムで代表者会議の設置を主張していた李が代表者会議の初代委
員長に、山田が事務局に就任した。民闘連のリーダーが、外国人市
民の市政参加拡大を主張し、その役割を果たすことになった。
一方、川崎市側では、高橋市長のリーダーシップ、市職員の粘り強
い努力、そして、学識経験者との連携があって、代表者会議が実現
できたと言える。

１．はじめに

　戦後公選による初代金刺川崎市長は「戦災の復興や朝鮮戦争によ
る地域経済の再生に奔走し、外国人市民（主として在日朝鮮人）に
対する特別な政策を考えるゆとりはなかった」[峰岸(2004),p.98]。
川崎は「高度経済成長期を経た1960年代後半からは公害問題が深刻
化し、住民の間に従来の産業優先の市政から生活を優先する市政へ
の転換を望む声が高まった」。71年に伊藤三郎市長（注１）が誕生
し、革新市政として公害の問題や外国人の人権保障に積極的に取り
組んだ。89年11月に高橋清市長が誕生し、伊藤市政の「基本姿勢」
を受け継ぎ、「共生のまちづくり」を目指して「全国の自治体をリ
ードするような外国人施策が展開された」。[加藤(2000),p.17] そし
て、96年3月に「川崎市外国人市民代表者会議」（以下「代表者会
議」という。）が「川崎市外国人市民代表者会議調査研究委員会」
（以下「調査研究委員会」という。）によって答申され[調査研究委
員会編(1996)]、「設置条例案は、全会一致で十月一日の市議会本会
議にて可決し」、12月に代表者会議が発足した[伊藤(1997),pp.
34-35]。調査研究委員会の事務局[調査研究委員会編(1996)]だった
伊藤長和は次のように述べた。
　川崎市の外国人市民施策は「在日の運動と、それを支援する日本
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人の活動と労働組合の運動の成果」である。「出発点は、在日大韓
基督教川崎教会の李仁夏牧師による桜本保育園の開設（六九年）
と、そこで行われた園児と保護者への本名を名乗る運動から始まっ
た」。李は、73年に社会福祉法人青丘社を設立した。「青丘社の人
権保障獲得の運動はめざまし」く、75年に「児童手当の給付」や
「公営住宅の入居」を「市当局と話し合い、勝ち取っ」た。また、
「日立の就職差別闘争」（以下「日立闘争（注２）」という。）を
支援し、74年に裁判は勝利した。その後、日立闘争に「加わった有
志により、民族差別と闘う連絡協議会（民闘連：七五年）が組織さ
れた。地元川崎に民族差別と闘う神奈川連絡協議会が組織されたの
は八八年であったが、以後、青丘社の運動はこの民闘連が引き継ぐ
ことになるが、実際には青丘社と民闘連とが表裏一体となって推進
してきた」。日立闘争の「事務局には、当時五人の日本人学生が参
加していたが、この中の二人はその後、在日問題をライフワークと
するために川崎市に就職をする。そして、職場で、市職員労働組合
で在日問題の解決に向けた活動を行う」。「在日が取り組んだ指紋
押捺拒否闘争（八五年）と共闘した川崎市職労の運動は彼らに負う
ことが大であった」。二人のうち、「一人は職員として、内なる国
際化の自主研究会を組織し、現在は代表者会議の担当者」となり、
「もう一人は、川崎市議会議員となり、毎回議会で外国人市民施策
を取り上げて」いる。[伊藤(1997),pp.41-42]
　青丘社は「川崎在日韓国・朝鮮人教育をすすめる会」を82年6月
に結成し、教育委員会との話し合いで、86年3月に「川崎市在日外
国人教育基本方針――主として在日韓国・朝鮮人教育」を制定し
た。また、88年6月に川崎市「ふれあい館」が開館し、青丘社が管
理運営を行っている。[同,pp.42-43] そして、民闘連は88年7月に
「外国人市民の権利保障に関する要望書」（以下「要望書」とい
う。）を川崎市に提出した[同,p44]。

１－１．先行研究と課題
「平成18年度政策形成研修第２班報告書」（以下「2班報告書」と
いう。）には、外国人市民代表者会議の設立過程が報告されてい
る。同報告書は「基礎的情報を以下の資料・記録等に依っている」
として、①「川崎市によって発行された報告書類」、②「内部資料
や代表者会議での議事録」、③「当時の担当者や関係者へのヒアリ
ング」を挙げている[2班報告書(2007),pp.2-3]。これらの資料・記
録等の中で内部資料の入手やヒアリングなどは川崎市職員としての
業務として可能になる場合が多い。しかし、同報告書では「当時の
事務局担当職員」や「委員」というように、川崎市の職員以外も含
めて氏名等の固有名詞が使われておらず、個人の特定が困難であ
る。そのため、関係者が時系列にどういう立場でどう行動したの
か、また、関係者が書いた文献等との対応関係はどうかなどの詳細
が把握しづらい。これについては、伊藤(1997)のほかに、川崎市の
外国人施策の形成過程や評価など各種専門家の論考を掲載している
宮島編(2000)、川崎市の外国人施策の歴史等を明らかにした加藤
(2000)、それ以外に本稿で取り上げる川崎市職員の論考などでも同
様である。また、民闘連などを市にとって交渉や要求する相手とし
て捉えているために、市や市職員が書いた資料には、民闘連や在日
韓国・朝鮮人側の具体的な情報が乏しくなっている場合が多い。

１－２．目的と構成
　本稿は川崎市の資料を基に、他の著作や記録と対比することによ
って、代表者会議が設立されるまでのより具体的な過程を関係者の
特定を含めて明らかにする。特に、日立闘争で共闘した在日韓国・
朝鮮人と日本人がどのように関与したかについて注目する。
　本稿の構成は、2章で、川崎市が民闘連の要望書を受理して24項
目の検討課題を設定し、また調査委員会を設置することによって、
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外国人市民の市政参加拡大の方向性を提示した経緯を示す。3章で
は、日立闘争を共に闘った日本人と在日韓国・朝鮮人を特定して、
彼らのプロフィールと役割を明らかにする。4章では、代表者会議を
設置するきっかけとなったシンポジウムの内容を示す。5章では、調
査研究委員会の設置から代表者会議の条例設置に至る過程を示す。
最後に6章で、結論として全体をまとめる。

２．要望書と24項目の検討課題

　86年に、民闘連から「職員採用における国籍条項撤廃の申し入れ
が自治労川崎市職員労働組合（注３）を通じて行われた」（注
４）。元市民局国際室の職員によれば、「初めは総務局人事課が窓
口になって何度か交渉を重ね」たが、「民闘連は大勢の人たちを動
員する」ので、「交渉経験がある職員」である峰岸是雄（注５）を
「市民局勤労市民室に異動させて特命事項的に交渉を担当させるこ
と」になった。峰岸は民闘連と交渉を重ねるうちに「民闘連側は
100人規模が参加する」ようになったが、「彼は組合で活動してい
た」ので交渉には慣れていた。[2班報告書(2007),p.8]  88年7月、川
崎市は「民闘連から在日外国人の市民としての位置付けの明確化、
在日韓国・朝鮮人の就労状況調査、自治体の職員採用における国籍
条項の撤廃、などを求めた内容」の要望書を受理した[伊藤
(1997),p44]。峰岸によれば、「民闘連との大衆団交方式の交渉は難
渋をきわめた。八九年、交渉の事務局を総務局から市民局に移管
し、『内なる国際化』を踏まえた外国人市民への総合的な施策の中
で、就労問題の一つとして国籍条項の撤廃も検討することとし、関
係局の課長で構成する『川崎市外国人市民施策推進幹事会』を設
置、多角的な検討を始め」、「外国人市民施策の方向性を示す、二
四項目の検討課題をまとめ、解決に向けた努力をすることとした」

[峰岸(2004),p.111]。89年12月に、川崎市は24項目の検討課題を民
闘連に提示し、90年2月に公表した。高橋市長には「この施策に関
する積極的な意向があった」という。代表者会議の事務局担当にな
った職員は「このときはまだ代表者会議のようなことはあまり知ら
れていなかったので、要求する側も出していなかった」と述べた。
[2班報告書(2007),pp.10-13] 24項目の検討課題（注６）の中には、
(3)「永住権を持つ外国人市民の地方参政権取得への働きかけ」、(6)
「市職員への採用職種枠の拡大」、(8)「各種委員会への委員として
の参加」、(9)「市政モニターへの参加」、(24)「外国人市民問題の
担当の設置」の項目があった。職員採用における国籍条項の撤廃や
代表者会議は24項目の検討課題の「延長線上にある」[峰岸
(2004),p.118]。
92年から93年にはニューカマーが急増しつつあり、「ニューカマ
ーを主眼とした施策展開も必要となってきていた」。そこで、国際
室は24項目の検討課題を具体化するため、「川崎市外国人市民施策
調査研究委員会」（以下「施策調査委員会」という。）と「外国籍
市民意識実態調査委員会」（以下「実態調査委員会」という。）を
設置した（注７）。施策調査委員会では学識経験者や研究者が議論
し、93年3月に「川崎市国際政策のガイドラインづくりのための提
言」（53項目の提言）が出された。ここでも代表者会議は直接的な
記述がなく、「外国人市民の地方参政権取得を国へ働きかけるこ
と」という提言になっていた。[2班報告書(2007),pp.13-14] 実態調
査委員会では、外国人市民へのアンケート調査を実施し、93年3月
に報告書が出された。宮島喬委員長は、参考になった点はニューカ
マーでは「定住化の傾向が読み取れ」、また「在日の市政参加への
意識、要望がはっきり出」たことであり、これは「代表者会議を設
ける方向を一押ししたと思う」と述べた。[同,pp.15-16]
　なお、職員採用の国籍条項撤廃についての国の立場は「当然の法
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理（注８）」で「都道府県や政令市は国（自治省）の考え方に従っ
てもらう」ということだった。そこで、当然の法理を前提とし、
「公の意思の形成」や「公権力の行使」の職種が「どの程度あるの
か調査し、その職をできるだけ限定し、採用枠の拡大を行うことと
した」[峰岸(2004),p.119]。「国との話し合いは難航した」が、96
年4月、高橋市長は96年度の「職員採用試験で、消防士職を除く全
職種で国籍条項の制限を撤廃する」（注９）と表明した。97年に
「外国籍職員の任用に関する運用規定」を定めたが、「任用制限付
き採用」との位置づけであった[同,p. 120]。

３．日立闘争で共闘したことがある川崎市職員・議員と民闘連のリ
ーダー

山田貴夫は学生の時に日立闘争の支援組織「朴君を囲む会」で活
動していた[山田(1998),p.91]が、72年に川崎市役所に入所した
[同,p.92]。山田は日立闘争の「裁判の途中で大学卒業を迎え、就職
問題に直面し」、「とにかく、就職を契機にこの活動と縁が切れる
のだけは避けたい、とだけ考え」、川崎市の職員採用試験を受け
た。合格通知を受けて、「現市議の飯塚氏と彼の友人のドイツ人」
の三人で、川崎の借家で共同生活を始めた。こうして、山田は川崎
教会や地域の在日韓国・朝鮮人との交流を深めていった。[山田
(1995)]
　民闘連が要望書を市に提出した後、山田を含む「市の職員の自主
研究グループ『川崎の国際化を考える会』もこの交渉に合わせて関
心のある職員に外国人市民に対する課題についてアンケートを配布
し、集約の結果をまとめて政策提言を行い」、川崎市外国人市民施
策推進幹事会のメンバーに配布した。山田は「二四項目の策定の際
に参考にされたのではないかと推察」した。[山田(2007),p.73] 川崎

の国際化を考える会（代表山田貴夫[山田(1998),p.92]）は88年9月
に23名で発足[山田(1990),p.61]し、在日韓国・朝鮮人と同様にニュ
ーカマーに対しても、「人権保障が充分になされていないのが現
状」であるとして、「各種審議会に外国人市民を参加させる」、
「市内在住外国人の実態調査」を行う、「職員採用の際の国籍要件
の撤廃」、など16項目の「早急に市区町村独自でもできる政策」を
提案した[同,p.74-75]。
川崎市議会では89年以前と違って、90年代に「外国人市民に関連
する質問は一一回と急速に増加」した背景には「日立就職差別裁判
の支援者が九一年の選挙で議員になり、外国人団体の要望を議会の
場で積極的にとり上げたことがある」[樋口(2000),pp.23-24]。「こ
の議員は市職労の役員出身である。指紋押捺問題以来、市職労は外
国人関連の問題に積極的に取り組んでおり、市職員採用時の国籍条
項の撤廃を春闘秋闘において常に要求してきた」[同,p.37]と議員
（注１０）の氏名を明らかにしていないが、飯塚正良（注１１）と
考えられる。
李仁夏は75年5月から93年3月まで民闘連の全国代表であり、96年
12月に代表者会議の創立委員長となった[李(2006),pp.228-229]。
李は日立闘争では朴君を囲む会の呼びかけ人の一人であり[朴君を囲
む会編(1974),p.3]、75年に「民闘連は、まず神奈川で日立闘争に参
加したメンバーを中心に組織され、李仁夏、佐藤勝巳などが共同代
表、事務局長には裵重度が就いた」[水野、文(2015),p.183]。裵は
日立闘争に参加し、74年に「在日韓国人問題研究所」が設立された
時に所員となり、88年に「川崎市ふれあい館の創設に携わり」、90
年にふれあい館館長に就任した[在日コリアンの声を記録する会
(2013)]。
民闘連は89年11月、「在日旧植民地出身者に関する戦後補償およ
び人権保障法（草案）」（以下「補償・人権法」という。）につい
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て小冊子にして出版した[民族差別と闘う連絡協議会編(1989)]。この
草案は第一条（目的）で「この法律は、日本に在住する旧植民地出
身者に対する戦後補償および人権保障を行うことを目的とする」
[同,p.53]と規定した。また、第八条（特別永住権の設定）で「在日
旧植民地出身者に特別永住権を設定し、これを無条件に付与する」
[同,p.85]、特別永住権者は第十条（参政権）で「地方自治体の参政
権を有する」[同,p.106]、第十二条（雇用および労働）の二項で
「国および地方自治体ならびに公的機関への門戸開放、雇用に関す
る積極措置」をとる[同,p.138]と規定した。事務局長の裵重度は
「あとがき」で、88年の民闘連の「第十四回全国交流集会（大阪）
において『補償・人権法』として提示するにいたった」[同,p.188]と
いい、最後に、法案の作成を共に行い、また、その指導に対して、
田中宏に感謝の意を述べた[同,p.190]。
以上から、88年7月に民闘連が川崎市に要望書を提出した時期と補
償・人権法を提示した時期が重なる。

４．第7回「地方新時代」市町村シンポジウム

94年2月に「第7回『地方新時代』市町村シンポジウム（注１
２）」（以下「シンポジウム」という。）が川崎市主催で開催され
た。「第7回『地方新時代』市町村シンポジウム報告書」（以下「シ
ンポジウム報告書」という。）を見ると、シンポジウムの実行委員
長が高橋市長[シンポジウム報告書(1994),p.2]、企画委員長が篠原一
成蹊大学教授[同,p.4]である。
　第３分科会「川崎発外国人市民との共生のまちづくり」では、パ
ネリストとして、田中宏一橋大学教授、仲井斌成蹊大学教授、呂行
雄横浜華僑総会会長、裵重度川崎市ふれあい館館長が登壇した[同,p.
95]。田中は参政権について「自治体レベルでは外国人に門戸を開放

したらいい」[同,p.103]こと、「新しい差別はつくらない」[同,p.
119]ことを主張した。裵は川崎市の外国人市民施策は「在日韓国・
朝鮮人も一緒につくってきた歴史的背景がある」と述べ、その経緯
を説明した[同,pp.104-107]。仲井は、ドイツの場合、外国人の州選
挙や自治体選挙が「憲法裁判所から違憲だという判定」が出たの
で、「そのつなぎとして考えられてきたのが、外国人代表者会議」
であり、「ここを通じて外国人居住者の意見なり、希望というもの
を行政、立法に反映させていこうという試み」である。フランクフ
ルト市では市当局が任命して「外国人代表者会議」をつくったが、
それを発展させて外国人住民の間で代表者を選ぶという現在の会議
になった。「外国人代表者会議」の討議内容を「市の立法機関であ
る市議会あるいは市当局行政に反映させるという機構」である。さ
らに、フランクフルト市があるヘッセン州全体に「外国人諮問会
議」として広がって行った。「ヘッセン州自治体規則」のなかに、
フランクフルト市は「外国人代表者会議」、他の自治体は「外国人
諮問会議」を「つくるべしというようなことが書き込まれ」ている
と説明した。[同,p.114]
　そこで、李仁夏から「川崎市は地方参政権を実現するための話を
進め、それに向けて仲井先生の紹介した諮問会議をただちに実現す
るようにしてくださったらどうか」という提案があり、回答に「川
崎市国際室の伊藤」が指名された[同,p.122]。伊藤は「施政にかか
わる諮問会議」に「外国籍の市民が多く参加していただくことが必
要だということで、いろんなセクションに働きかけるようにしてい
る」、「今後の課題として当然、議論、あるいは研究の対象になっ
ていく」と答えた[同,p.123]。この「伊藤」が伊藤長和（注１３）
である。
一方の李によれば、シンポジウムで担当課長に「いまの提言を本
気になって実現する気があるのですか」と質問したら、課長は「誠
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心誠意やる」と回答したという[李(1997),p.25]。

５．調査研究委員会と代表者会議の設置

　94年10月に調査研究委員会が発足し、「ただ政策を論議している
だけでなく、論議したことは必ず実現したい」[シンポジウム報告書
(1994),p.4]と述べていたシンポジウムの企画委員長篠原一が調査研
究委員会の委員長、フランクフルト市の「外国人代表者会議」を紹
介した仲井斌が副委員長になった [調査研究委員会編(1996)]。

　調査研究委員会委員名簿[同]から3人の講師および12人のオブザー
バー委員を除き、一部追記（委員長、副委員長を明示）したものを
表1に示す。ただし、オブザーバー委員の一人に峰岸是雄がいた。調
査研究委員の裵と田中は前述の通り、民闘連の補償・人権法の作成
に携り、そこで特別永住権者は「地方自治体の参政権を有する」と
主張し、シンポジウムでも席を共にした。調査研究委員の宮島は実
態調査委員会の委員長であった。日立闘争で共にした裵と山田が調

査研究委員会で顔を合わせることになった。
　調査研究委員会の答申で特徴的なことは、「全て外国人市民によ
る会議」[2班報告書(2007),p.21]であること、代表者会議が要綱に
よる設置ではなく、「条例設置」[同,p.22]だったことである。大阪
府では、92年10月に「在日外国人問題有識者会議」を設置、大阪市
も94年11月に「外国籍住民施策有識者会議」を設置したが、どちら
も委員の半数が外国人という構成だった[調査研究委員会編
(1996),pp.9-10]。条例設置になった経緯について、事務局だった職
員によれば、「要綱設置という話が出た際に、委員から机をたたい
て『何を言っているんだ。要綱では会議の継続性は担保できない。
絶対に条例だ』と強い意見表明があった」といい、調査研究委員会
と関係があった別の職員も、委員の一人は市民オンブズマン条例、
情報公開条例、環境基本条例に関わった経緯から、「実際に、委員
会の場においても会議の席で条例設置だと何度も言っていました」
と述べた[2班報告書(2007),p.22]。伊藤長和は退職記念講演で次の
ように述べた。

最終段階で、条例設置か要綱設置かという決定をしなければな
らない場面です。篠原一委員長の意向を受けて、要綱設置に傾き
かけた時、普段温厚な（猫をかぶっていた）裵重度さんは、突然
語気を荒らげて、条例設置でなければ、意味が無い、とおっしゃ
ったのです。今思えば、条例設置だったからこそ、いまの川崎市
の政権でも存続機能しているのですね。裵重度さんに感謝（注１
４）。

　「答申は、4月2日に調査研究委員会が市長室を訪れ当時の高橋市
長に直接報告され」、篠原委員長は「実現可能なように、現行法の
枠内で答申を行った」などと言ったのを受けて、市長は「途方もな
い空想からの第一歩を踏み出すものだ」と述べ、「実現すれば全国
初の条例での設置となる代表者会議の壮大さを表現した」[2班報告
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書(2007), p. 29]。96年10月に「市議会において全会派一致で代表
者会議条例は可決成立した。質問や意見はあったが、反対意見は皆
無であった」[同,p.31]。
李仁夏は代表者会議の委員長に選出[川崎市外国人市民代表者会議
編(1997),p.20]され、山田も人権・共生推進担当として、代表者会
議の事務局を務めることになった[佐藤(1998),p.42]。以上のよう
に、日立闘争で共に闘った在日韓国・朝鮮人と川崎市職員が代表者
会議の設立と運営に大きな役割を果たした。
　高橋市長は李代表者会議委員長らとの対話でシンポジウムでの
「討論の結果を踏まえて、研究者の方などにお願いしながら、この
制度を実現するための研究会を設置して、川崎でも十分可能だとい
う報告を受けましたので、それにもとづいて条例案の作成にかか
り、市議会の理解を得て、川崎方式の外国人市民代表者会議を設置
することにしました」[高橋編(1999),p.32]と、シンポジウムが代表
者会議を設置するきっかけとなっていたことを示した。このことは
「論議したことは必ず実現したい」と述べていたシンポジウムの企
画委員長で調査研究委員会の委員長であった篠原と高橋市長との強
い連携が示唆される。

６．まとめ

　1996年は、日本で初めて条例で設置した代表者会議の第一回目が
開催され、また「職員採用試験で、消防士職を除く全職種で国籍条
項の制限を撤廃する」と高橋清市長が表明したことから、川崎市で
外国人市民の市政参加拡大が実現した年となった。これは、民闘連
（李仁夏代表、裵重度事務局長）から川崎市に、86年に職員採用に
おける国籍条項撤廃の申し入れ、88年に要望書を提出して川崎市と
民闘連が長い交渉を行った帰結である。市職員となった山田貴夫、

飯塚正良は二人が学生時代に、李および裵と日立闘争で共闘してい
た。山田は88年に職員の自主研究グループ「川崎の国際化を考える
会」を立ち上げ、また、91年に市議会に当選した川崎市職労出身の
飯塚は外国人施策についての議会質問を積極的に行い、共に民闘連
の交渉を支援することになった。94年のシンポジウムから代表者会
議が提言されて、調査研究委員会が設置された。委員会の委員に裵
が、事務局に山田が就任した。委員会では、裵が条例設置を強く主
張して答申に取り入れられた。そして、シンポジウムで代表者会議
の設置を主張していた李が代表者会議の初代委員長に、山田が事務
局に就任した。民闘連のリーダー二人（在日韓国・朝鮮人）が外国
人市民の市政参加拡大を主張し、その役割も果たすことになった。
一方、川崎市側では、革新市政二代目の高橋市長のリーダーシッ
プ、民闘連と交渉に当った峰岸是雄、伊藤長和など市職員の粘り強
い努力、そして、篠原一などの学識経験者との連携があって、代表
者会議が実現できたということも指摘しておきたい。

【注】
（注１）「革新陣営からは社共の共闘が成立し、市労連（川崎市労
働組合連合会）委員長の伊藤三郎」が「保革の一騎討ち」の市長選
で金刺市長を破って当選した[川崎市編(1997),p.490]。
（注２）朴君を囲む会編(1974)に詳しく書かれている。
（注３）「川崎市職労は、憲法第14条『法の下の平等』、憲法第23
条『職業選択の自由』、労働基準法第3条・地方公務員法第13条の
『均等待遇』などを法的根拠に、『当然の法理』の法規範性を疑問
視していた」。「この立場は」、「『当然の法理』のなかでも特に
『日本国籍を必要とする』という文言が『差別的である』ことに着
眼し、『当然の法理』の不当性を批判するものであって、この点で
民闘連の主張とおおよそ軌を一にしていた。加えて川崎市では、既
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に当時9職種17名の外国人職員が働いていたため、市職労は、労働
組合という性質上、かれらの採用後の任用なども含めた労働条件の
改善という視点も同時に持ち合わせていた」[加藤(2000),p.27]。
（注４）「その背景には、市営住宅と児童手当などの法的な差別
（国籍条項）は撤廃されつつあるものの、在日韓国・朝鮮人に対す
る就職差別については、いっこうに無くならない現実があった。つ
まり、『差別禁止を指導するはずの役所がなぜ国籍条項をもってい
るのか』との指摘・撤廃要求がなされたのである」[2班報告書
(2007), p.8]。
（注５）2班報告書,p.9の注6にある引用文献からその職員は峰岸是
雄だと分かる。
（注６）峰岸(2004),pp.111-118に「二四項目の検討課題と対応」
が示されている。
（注７）施策調査委員会の委員長は「江橋崇法政大学教授」、実態
調査委員会の委員長は「宮島喬お茶の水女子大教授」であった [伊藤
(1997),pp.47-48]。
（注８）「一九五三年に内閣法制局が任用基準について出した見
解。『公務員に関する当然の法理として公権力の行使、国家意思形
成への参画に携わる者については、日本国籍を有するべきであり、
他方においてそれ以外の公務員となるためには日本国籍を必要とし
ない。』
　自治省は、七三年に『国家の意思形成』を『公の意思形成』に読
み替えて、地方公務員の任用基準としている」[高橋編(1999), 
pp.61-62]。
（注９）96年11月に「就任した白川自治大臣が、川崎方式を追認す
る発言を行ない、その後各自治体で川崎方式が取り入れられていく
ことになる」[高橋編(1999),p.62]
（注１０）加藤(2000),p.29の注65も参照。

（注１１）「日立闘争を経験した職員が労働組合の役員から市議会
議員に当選し（飯塚正良民主・市民連合所属）、議会で積極的に質
問を繰り返していることも貴重な戦力となっている」[山田(2007),p.
80]。
（注１２）「地方新時代」市町村シンポジウムは川崎市が1987年か
ら、「全国の市町村に呼びかけ毎年開催しているシンポジウム。自
治・分権を目標にその時々の政策的課題をめぐって、研究者、自治
体関係者が市民とともに討論する。その報告のいくつかが提言とな
って、川崎市の政策づくりに反映され」、「外国人市民代表者会議
のほかに、オンブズマン制度、子ども権利条例など、川崎市の特色
ある政策として採用されている」[高橋編(1999), p.60]。
（注１３）「東京・沖縄・東アジア社会教育研究会」サイトの「伊
藤長和さん追悼のページ」＜ h t t p : / / b u n j i n - k . n e t /
i t o u t u i t o u 2 0 1 4 0 2 1 6 . h t m ＞ 。（ o n l i-
ne）(2016年9月3日アクセス) 伊藤長和は93年4月に市民局国際室主
幹、96年4月に総務局総務部国際交流課長に就任している。伊藤は
「退職記念講演」（『東アジア社会教育研究』（TOAFAED 発行、
2006年）所収）で、「李仁夏牧師から指名されたのです。『ここに
国際室(後の国際交流課)の伊藤課長さんがいます。フランクフルトの
外国人市民代表者会議を川崎でも設置できないだろうか、ちょっと
聞いてみましょう！』と、発言を求められたのです」と述べた。
（注１４）同上の伊藤長和の「退職記念講演」から。
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